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要　　請　　書　
貴労働局におかれましては、日頃から勤労者の労働諸条件の確立にむけ、ご尽力いただいていることに心から敬意を表します。

さてサブプライムローンに端を発した米国の金融危機が、世界経済全体の落ち込みに大きな影響を及ぼしている。日本経済も世界経済の減速などにより、外需は減少、内需は原材料価格の高止まりや家計改善の遅れから低迷し続けています。

このような状況で、雇用情勢も厳しさを増しつつあります。完全失業率は、4.1％（近畿・2007年8月）まで改善されましたが、景気後退とともに4.9％（近畿・2008年8月）となり、有効求人倍率も0.87倍（大阪・2008年10月）にまで低下し、雇用情勢は予断を許さない状況です。

とりわけ深刻なのが、非正規労働者の雇用問題です。派遣労働者の契約打ち切りや期間工など有期契約労働者の雇い止めなどが頻発し、とくに製造業では、数百人、数千人単位での派遣契約の打ち切りが報じられています。今後もさらに派遣労働者の契約打ち切りや雇い止めが懸念されるところです。また、新規学卒者の採用内定取り消し事例も散見されるところです。さらに安易な人件費削減目的のための人員整理が、正社員の長時間労働や不払い残業など負荷にもつながりかねません。
連合・連合大阪は、このような時期こそ、緊急の雇用対策や監督行政の強化を貴局が率先して取り組んでいただきたく存じます。

私たち連合・連合大阪の本要請の趣旨についてご理解をいただき、以下の諸課題の実現にむけて、大阪においては貴局を先頭にご対応をいただくとともに、必要な課題については厚生労働省をはじめ、国に対しても積極的な働きかけを行っていただきますようお願いいたします。

記

１．派遣労働者などの契約停止に伴う就労・住宅・生活支援策の拡充

(1)　大阪労働局に対策本部を設置するとともに、管轄のハローワークにおいて相談窓口を開設すること。

(2)　「非正規労働者就労支援センター」を早急に設置し、就労・住宅・生活に関する総合的な支援を行うとともに、同センターについて広く周知を行うこと。

(3)　労働者派遣の契約停止などについての状況を、早急に調査すること。

(4)　労働者派遣契約の停止、打ち切りおよびそれに伴う派遣労働者の雇用契約の中途解除について、不適切な事案は派遣元・派遣先指針に基づき、厳正に指導を行うこと。

(5)　フリーターや契約停止の派遣労働者などを対象に、緊急措置として、雇用促進住宅の活用、公営住宅の借り上げなどによる住宅支援を行うこと。

(6)　外国人労働者の雇止めなど雇用・労働に関わる相談窓口をハローワークや総合労働相談コーナーに開設し、通訳を配置するとともに、母国語によるリーフレットを出入国管理局や市町村の窓口などを通じて周知をはかること。

２．雇用・就業形態の多様化に対応した雇用保険制度への改革

雇用保険制度がすべての労働者にとってのセーフティネット機能を果たすものとなるよう、以下の７項目について国にはたらきかけること。

(1)　雇用保険の国庫負担を堅持し、速やかに本則の４分の１に戻すこと。
(2)　現下の厳しい雇用失業情勢を鑑みて、雇用保険料率および雇用保険二事業に関する料率は当面引き下げを行わないこと。
(3)　雇用保険の基本手当の受給資格要件である被保険者期間については、特定受給資格者以外も「離職の日以前１年間に６か月」とすること。
(4)　雇用保険の加入について「１年以上の雇用見込み」は要しないものとすること。
(5)　雇止めに伴う失業者は、特定受給資格者とすること。
(6)　基本手当について、所得再分配と生活保障の観点から「最低保障手当額」(仮称)を創設すること。水準は、人事院勧告の標準生計費(単身世帯)を参考とし(2008 年4 月97,900 円)、基本手当日額3,263 円程度とすること。
(7)　ヨーロッパ諸国の失業扶助制度も参考に、未就業者や長期失業者などを対象とした職業訓練中の生活保障制度の抜本拡充をはかること。
３．企業の雇用維持に対する支援

以下の２項目について、国にはたらきかけること。

(1)　雇用調整助成金については、要件の緩和および支給日数の延長を速やかに実施すること。

(2)　非正規労働者の休業なども、雇用調整助成金の対象とすること。

４．採用内定取り消し問題への迅速な対応

(1)　採用内定取消に関する状況を速やかに調査・把握すること。

(2)　使用者団体などを通じて企業に対し、採用内定取消を極力実施しないよう要請すること。

(3)　ホームページなどで、大学・学生など向けに採用内定取り消しに関する相談窓口や法律関係などについてわかりやすい情報提供を行うこと。

(4)　大阪労働局や管轄のハローワークなどで、採用内定をめぐる相談への丁寧な対応など、積極的に対処すること。

５．労働時間管理の徹底および労働時間短縮のための施策
 (1)　不払い残業（サービス残業）を撲滅するため、「賃金不払残業の解消を図るために講ずべき措置等に関する指針」（平成15年５月23日付け基発第0523004号）および「労働時間の適正な把握のために使用者が講ずべき措置に関する基準について」（平成13年４月６日付け基発339号）の確実な履行にむけた取り組みを引き続き強化すること。

(2)　各労働基準監督署において不払い残業の臨検を実施し、労働時間法制違反に対して摘発と是正指導を適切に行うこと。さらに重大かつ度重なる違反に対しては企業名を公表するほか直ちに司法的措置を行うこと。

(3)　過労死・過労自殺、少子化など、長時間労働が引き起こしている問題を直視し、ワーク・ライフ・バランス社会構築の視点から、「年間総実労働時間1800時間」の実現に向けた施策を講じること。
(4)　「月60時間超の時間外割増率50％への引き上げ」を定めた改正労働基準法を一定の前進ととらえつつも、中小企業は「当分の間」適用猶予とすることは、労働条件の最低基準を定める労働基準法においてダブル・スタンダードを認めることであり、きわめて問題であることから、遅くとも附則による法施行後3年経過後の見直し時には猶予措置は廃止し、中小企業も適用すること。
(5)　時間外・休日労働および深夜労働の法定割増率は、時間外50％、休日100％、深夜労働50％に早急に引き上げること。また労働基準法40条の特例措置（週44時間労働制）は、早急に週40時間制に見直すこと。
　(6)　管理監督者の範囲に関する新通達（｢多店舗展開する小売業、飲食業等の店舗における管理監督者の範囲の適正化について｣基発0909001号）とそれに関して、「通達の趣旨・内容が正確に理解されるよう配慮されたい」とした通達(「多店舗展開する小売業、飲食業等の店舗における管理監督者の範囲の適正化を図るための周知等に当たって留意すべき事項について」基監発第1003001号)が出された。しかし新通達で示された判断要素さえクリアすれば、管理監督者として扱っても構わないとの誤解が生じることが懸念されるため、職場の混乱や訴訟等への影響を防ぐ最大限の努力を行うよう、周知活動および監督行政の強化を行うこと。
６．労働法令の遵守および周知・徹底の強化
(1)　定期監督・臨検監督の実施率を高めるとともに、監督後の指導の充実をはかるため、労働基準監督官の増員および監察官による立ち入り、臨検による監督行政を強化すること。

(2)　「労働者派遣制度の改正（建議）」について、労働者派遣法制定以降の規制緩和の流れに歯止めをかけ、一定の規制を行うことは評価しつつも、登録型派遣について労働者保護につながる規制がほとんど打ち出されなかったことから、登録型派遣の労働者保護につながる規制を行うこと。

また違法な派遣があった場合に、労働者の権利救済の観点から「直接雇用みなし規定」を導入すること。

さらに派遣先労働者との均等待遇原則を法律で明記することや、期間を定めないで雇用する派遣労働者について、事前面接などを原則可能にすることに関しては、不必要な情報収集や差別的な行為が行われることがないよう規制すること。
７．労働安全衛生の充実

(1)　メンタルヘルスケアを積極的に推進するために、①過重労働やセクシュアルハラスメント・パワーハラスメントに起因するメンタルヘルス予防施策の充実、②産業医の育成・確保の充実を図ること。

８．パートタイム労働者などへの対応

(1)　08年に施行されたパート労働法では、正社員と同視すべきパート労働者の、①賃金、②教育訓練、③福利厚生について、パート労働者であることによる差別的取り扱いが禁止された。しかしそれ以外のパート労働者については、努力義務などにとどまっている現状から、パート労働者などの均等待遇を明記するとともに、短時間労働や有期契約というだけで合理的理由のない差別的取り扱いの禁止などを盛り込んだ「パート労働法」に改正すること。
また正社員と同視すべきパート労働者の差別的取り扱いが禁止されたことから、処遇改善からのがれる目的で労働条件の切り下げなどを行う悪質な企業に対しては、摘発と是正指導を適切に行うこと。
９．大阪雇用対策会議
(1)　大阪における雇用失業情勢を改善させるために、大阪雇用対策会議を早急に開き、各セクターが連携、協力し合い、オール大阪でこの雇用危機に立ち向かうべく、ご協力をお願いしたい。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　以上
